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1国 際人道法の概念
国際人道法の概念は,比 較的新 しいものである。第2次 大戦後,国 際的人権保障の 考 え:方が 高 ま
り,それ に関する国際法規 を 「国際人権法」と呼ぶ ようになった。それに対 して,「国際人道法」は,
主 として武力紛争時にお ける人権の保障を対象 とした法規 の総称である。両者は,相 互に 関 連 が あ
り,国際入道法 を国際人権法の一分野 として取扱 う場合 もある。しかし,厳格 に考察 してみると,国
際人権法は,〈 平時〉,つ まり,国 内では国内法が,国 際社会では一般の国際慣習法や国際条約が,
ほぼ順調 に適用 されている事態の もとにおいて,そ の適用が問題 となるのに対 して,国 際人道法は,
〈武力紛争時〉,従 来の考え方ではく戦時 〉,つ ま り,国内で も国際人権法を含めて平時に適用 され
る法規が一時(一 部)そ の適用 を停止 され,国 際関係においても,平時国際条約がその適用 を停止 さ
れ た り,適 用 を制限 され る事態 におい て,特 にその適用が 問題 にな る,と い う特 色 を持 ってい る。古
い観念か らすれば,国 際人権法は,平 時国際法に属 し,国際人道法は,戦 時国際法に属する,と い う
こ とが出 来 る。
皿 国際人道法の成立
1国 際法発展 との関連 なぜ,こ の ような問題が生 じてきたかを考えてみると,そ れは,国 際法
そのものの発展 と密接な関係にあることに気付 く。
まず第1に,古 典的平時国際法 においては,そ の対象は,国 家間の関係にとどま り,国際法の主体
は国家だけと考 えられていた。個人の人権の保護 も,い わゆる国内問題 として,も っぱら国家機関に
その実施がゆだね られ,国 際法の次元では個人はその主体ではな く客体に とどまっていた。従 って,
国際機関(人 権委員会,人 権裁判所等)に よる個人の人権保障の実施 とい う制度は,第2次 大戦後の
きわめて新しい制度なのである。 これに対 して,戦 時国際法のもとにおいては,入 道的な事項につレこ
ては,す でに個人 にも一定 の権利義務が認められていた,と いってよい。例えば,敵 国の管轄下に入
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った傷病者や衛生(医 療)要 員は,国 際法規によって人道的取扱を要求する権利を持ち,捕 虜の代表
は抑留国に対して条約に従 って待遇 を要求する権利 を持 っていた,と 考えられる。従 って,そ れに反
して.傷病者や捕虜に対 して条約に反する非人道的待遇をすれば,そ の行為者はく通常の戦争犯罪〉
を行 な った もの として処罰 され た。
第2に,戦 争概念の変遷が考えられ る。従来は,国 際紛争解決の手段として,国 家には,最 終的に
は戦争 とい う手段 に訴えることが認められていた。従 って,平時 と戦時の区別は',国際法上も明確だ
ったのである。 ところが,第1次 大戦後締結 された不戦条約,国 際連盟規約な どによってく戦争 〉そ
のものが違法 とされた結果,各 国は,宣 戦布告を行なわず,〈 戦争〉とい う形式を避 けて,事 実上の
戦 争行為 を行 な うことにな った。そ のため に,戦 時で あるか,平 時 であ るかの 区別 がつ きに くくな っ
た。第2次 大戦後の国際連合のもとにおいては,戦 争の概念そのものが否定 され,国 連憲 ・章 の 上 で
は,国 家の武力行動は,国連が行な う集団的保障のための国連軍行動 と,国連が認可す る個別的,集
団的 自衛行動 と,それに反する侵略行動に分れることにな り,対等な立場で遂行 され る従 来 の 「戦
争 」 は,も はや存 在 しない こ とにな った。 、
第3に,第2次 大戦後に各国国内でも,国際的にも,高揚 した人権意識の影響が考え られ る。
以上 の総合 的影響 によって,従 来 の平 時国際法 の分野 には,セ ル フ ・エキ ュゼキ ュー テ ィン グな条
約の成立や,人 権保障規定の国際機関による直接的実施制度の採択によって,新 たに国際人道 法の分
野が開け,従来の戦時国際法の影は薄れたが,従 来の戦時国際法規の中で,人 道的 根 拠 に 立 った条
約,国 際慣習法の諸法規は,新 たに国際人道法 として確認 されるにいた った と考えられ る。
2従 来の人道的諸国際法規 従来の戦時国際法規は,大 別 して1899年と1907年の2回 にわた って
も
開催 されたハーグ平和会議で採択されたハーグ諸条約 と,1864年以来,赤 十字国際委員会が中心にな
って作成 してきたジュネーヴ諸条約 に分けられ る。前者は,主 として戦争遂行 に不必要な兵器や戦争
手段を制限しようとするものであ り,後者は,戦 闘行為 に参加 していない者,ま たは当初参加 してい
ても負傷,病 気,難 船,捕 獲等の理由によって戦闘行為か ら離脱 した者の人道的取扱いを定めたもの
で あ る。
その こ とか ら判明す るよ うに,現 在 の国際人道 法 の前身 は,こ の ジュネー ヴ諸条約 であ る,と 言 う
こ とが できる。 も っとも,ハ ー グ条約 の法 規の中 に も人 道的根拠 に立つ ものが無い わけで は な い の
ρ
で,そ れ も国際人道法 の中 に入 れ よ うとい う考 え もあ る。 しか し,実 際 には,ジ ュー ヴ条約 を補 足 し
た1977年の追 加議定書 の中 には,必 要 なノ・一 グ条 約の規定 を殆 ど取入 れてい るので,く1977年の追加
2議定書により補足 された194Q年のジュネーヴ4条約〉を考えれば,そ れを国際人道法の中核 と考え
て良い と思 われ る。
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皿 国際人道法の発展
1ジ ュネーヴ条約の成立 このように国際人道法の中核 をジュネーヴ条約 と捉えると,国 際人道
法の内容を考察するためには,ジ ュネーヴ条約の従来の内容を検討せ ざるをえな くなって くる。
第1回 のジ ュネ ーヴ 条 約 が 作成 されたの は,1864年ジ ュネー ヴにおいてで あるが,そ れ が,前 年
(1863年)の赤 十字創設会議 の 開催,さ らには アン リ ・ジ ュナンのrソ ル フ ェ リー ノの思 い出』 に影
響 されて いる こ とは,周 知 の通 りで ある。 さらに遡 れば,フ ロー レンス ・ナイチ ンゲールの ク リミヤ
戦争時のスクタリ病院における傷病者看護 をあげることが出来よう。
それ以前にも戦場に赴 く将軍などが個人的に医者 を随行 させ,自 分や部下が負傷 した場合に治療看
護 させた事実はあったよ うである。しか し,それは人道的動機に出たものではな く,ま して敵兵の看
護などは思いもよらなかった。それが,19世紀中葉に,敵 味方の区別な く傷病者を人道的に救護す る
とい う,国 際人道 法の原型 としての ジュネー ヴ条約 は,ど の よ うに して出来上 が ったのであ ろ うか 。
思想的には,18世紀に成立した人文主義的思想の影響が考えられる。ル ソーはすでに,彼 の ・「民約
論 」の中 で,「戦 争 は人 と人 との関係で はな くて,国 家 と国家 との関係で ある。 そ の場 合,人 は,個
人 として敵 とな るの ではな く,国 民 として敵 とな る もので もな く,た だ兵士 としてのみ敵 となる。 だ
から,武器 を手 にしている場合 には,こ れ を殺傷することが許されるが,傷 ついて武器を捨てた場合
には,兵 士 ではな くな り,も との人 間 にか え った のであ るか ら,こ れ を殺傷 して はな らず,人 道的 に
取扱 うべ きであ る」 とす で に述 べ てい る。アン リ ・ジ ュナ ンは前記 の 『ソル フェ リー ノの思い出』 の
中で,聖 書 の中のル カ伝 の 「ソマ リア人 の物語 」 を引用 して博愛 の思想 を説 いてい る。 また,自 然災
害や疫病の時に自分の危険もかえ りみずに被災者を看護した先例 も紹介 している。ただ,国 家よりも
個人の価値 を優先的に考える思想は1789年のフランス人権宣言 においても現れてお り,国際人道法の
思想的系譜を辿る上で興味深い。'
次 に,現実的要因 としては,武 器 とくに大量殺傷力 を持つ火薬がこの時期に発明 されたことを無視
で きない 。弓矢,剣,小 銃 な どに よる死傷者 は限 られ ていた 。 また従来 の火薬 は黒色火薬 であ って,
その威力 も限 られ ていた。 ところが,19世紀 にお けるビク リン酸,黄 色火薬,ダ イ ナマイ ト等 の発明
と,そ の火 砲への応用 に よって,戦 場 にお ける死傷者 の数 は激 増 し,さ らに,そ の死体,負 傷 の状況
も従来に較べて飛躍的に悲惨の度 を加 えた。その状況が本国に伝 えられ,戦 場 における傷病者の状態
につい ての対策 の緊急 の必要が感 ぜ られ ていた のだ った。 ノーベル は 自己が発 明 した ダイナマイ トに
よって多 くの人 が死傷す るのを憂 えて ノーベル平和 賞 を作 った,と も言 われ てい るが,ア ン リ ・ジ ュ
ナンが第1回 のノーベル平和賞 を受賞しているのは,歴 史的な皮肉と言えな くは無い。
2赤 十字国際委員会 ジュネーヴの公益協会が,国 際赤十字 さらにジュネーヴ条約作成の創始者
の役割をにない,そ の推進者であった五人委員会が発展して現在の赤十字国際委員会になっている こ
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とも,現在 ではかな り良 く知 られている。この委員会が,武 力紛争時には,ジ ュネーヴ条約の適胴を
監視確保 し,平和回復後 には,ジ ュネー ヴ条約の改正 を発案 してその原案 を作成 し,外交会議による
審議 と新条約採択の道 を開いている。武力紛争時 における各国赤十字社の活動 も,め ざましい ものが
あ る。
3ジ ュネー ヴ条約の変遷1864年に最初のジュネーヴ条約が作成 された時は,陸 戦における傷病
者の救護 だけが規定 され,そ れ も軍隊の衛生(医 療)機 関による救護 だけが規定 されて各国赤十字社
の救護 には言及 されていなか った。しか し,そ の後の普仏戦争 における傷病者救護の体験から,赤 十
字社による救護 も規定 されるようにな り,次 に,陸 戦の場合だけでな く海難の場合にもジュネーヴ条
約が応用 され るようにな り,さ らに,第1次 大戦後,傷 病者だけでな く戦争の手段を失い敵に捕 えら
れて捕虜 となった者 についても人道的に待遇す る条 約(1929年俘虜 ノ待遇二関スル条約)が 作 成 さ
れ,最 後 に第2次 大戦後,捕 虜 が人道的 に待遇 されるならば,最 初から戦闘に参加 しないで敵国の管
轄下に置かれている文民について保護 を与えるべきであるとして,1949年8月12日に,戦 時文民保護
条約が作成 され ると共 に,そ の他の条約 も全面的 に改正 され 「戦争犠牲者保護4条 約」が 作 成 され
た。 これ が,現 行 の ジ ュネ ー ヴ条約 で ある。
'当時
,日本はまだ連合国の占領下にあったので,このジュネーヴ条約の改正 には具体的に参加 出来な
か った が,1951年9月8日 に署 名,翌 年4月28口 発効 した対 日平和条 約 の付属宣 言 において,日 本は
平和条約発効から1年 以内に1949年のジュネーヴ4条約 「戦争犠牲者保護4条 約」に加入することを
約束 し,そ の約束 に従 って53年4月21日加入 を通告 し,同 年10月21目か らその加 盟 国 にな ってい る。
この4条 約 の正式 名称は,次 の通 りであ る。
ω 戦地 にある軍隊の傷者及び病者の状態の改善に関するジ ュネー ヴ条約
{2}海上にある軍隊の傷者,病 者及 び難船者の状態の改善に関するジュネーヴ条約
(31捕虜 の待遇 に関す るジ ュネ ー ヴ条約'
14}戦時 にお ける文民 の保護 に関 す るジ ュネー ヴ条約 、
IV国 際人道法の再確認(追加議定書の作成)
第2次 大戦後後,'1949年の 「戦争犠牲者保護4条 約」 を作成 した後 も,赤 十字国際委員 会 と し て
は,ジ ュネーヴ条約の追加改定をさらに考えていた。それは,こ の大戦において戦略爆撃の発達 と特
に核兵器の登場によって,自 国に居 る文民が多数殺傷 されたことに対応す る。第1次 大戦の死亡者は
軍人95%文民5%だ ったのに対 して,第2次 大戦での死亡者は軍人52%(約3200万人)文 民48%(約
2900万人)と い う割合であった。これについて,前 記の戦時文民保護条約 は,主 として敵国の管轄下
にある文民を対象 にしてお り,自国にいる文民はいずれのジュネーヴ条約の主要 な保護対象にもなっ
ていなかった。赤十字国際委員会は,こ の問題について 「盲 目兵器の被害から文民を保護す るための
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規則案 」な どを作成 してその規制 に取組 も うとした。 しか し,そ れ は,進 展 しな か った。その理 由の
一つは,そ れが核兵器の規制 と関連 し,核大国は容易にそれに同意せず,ま た他国も戦略爆撃の規制
に消極 的であ り,そ れ が極 めて 「政 治的」問題 であ る として,協 力的 でなか った こ とにあ る。理 由の
第二は,第2次 大戦後は,前 記のように戦争概念が否定 され,国 連を中心 とした集団的安全保障に平
和保障の重点が置かれたことか ら 「戦争が起 った場合の人権保護」 よりは,「戦争 を起 こさない こ と
による人権保護」のほ うが有効である として,「戦争が起 った場合の人権保護」に関す る関心が 薄 れ
たことにある。わが国においては,そ れに戦争放棄,絶 対平和主義の 日本国憲法の採択 とい う事情 も
加 わ って,戦 時 国際法 の研究 は,一 時殆 ど行 なわれ な くな った。
しか し,第 二次 大戦 後 も,地 球上 で武力紛争 が無 くな ったわ けではない。1988年9口19悶デ クエヤ
ル事務総長がジュネーヴの講座 で明らかにした ところでは,「第2次 大戦から現在 までに,武力 紛 争
で1700万人が死亡 し,地 球上 の36ヵ所 で武力紛争 が続 き,そ の犠牲者 の5分 の4は 民 間人であ る」 と
い うのであった。このような事実は,す でにかな り前から注 目され,世 界人権宣言採択20周年を記念
して 「国際人権年」に指定 された1968年にテヘ ランで開催 された国際人権会議において,現実に起 こ
っている武力紛争の場合にも人権は保護 され なければならないとして 「武力紛争時における人権の保
障Pr・tection・iHumanRigh量sk71ArmedC・nflicts」と い う決 議 が 採 択 され た 。 そ れ に基 づ い て国
連事務総長に準備研究が求められ,事 務総長 は,そ の作業結果をまとめた報告書を数回にわた って国
連総会に提出した。
その報告書は,国 際人権規約などとの関係 もふまえて詳細にこの問題を検討 したもので,貴重な研
究 とい うことができるが,結 局,具 体的な作業は赤十字国際委員会との協力によって進 めることにな
り,赤十字国際委員会が各国の政府専門家 を集めて 「国際人道法の再確認 と発展に関する専 門 家 会
'議」 を開催 して討議の基礎案 を作成 した
。 その原案 に基づ き1975年か ら1977年にか けて外交会議が開
催 され,そ の結 果,ユ977年12月12口に,次 の二 つの追 加議定書 が作成 され た。
{1}1949年8月12日のジュネーヴ諸条約に追加 される国際的武力紛争の犠牲者の保護に関する議定
書(第1追 加議定書)
{2}1949年8月12目のジュネーヴ諸条約に追加 される非国際的武力紛争の犠牲者の保護に関する議
定書(第2追 加議定書)
この二追加 議定書 は,国 際的 には1978年12月7日に発効 しているが,日 本 は,ま だ,そ のいずれ に
も加入 してい ない。
V国 際人道法の内容
わ が国 は,前 記 の ように1949年のジ ュネー ヴ4条 約 には加入 してお り,そ れ はわが国 を拘束す る現
行 法 にな ってい る。1977年の2追 加議 定書 には加入 していないので,厳 格 には,わ が国がそれ に拘束
されるものではないが,追加議定書はジュネーヴ条約で必ず しも明確でなかったところを補充 して明
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確にし補足したとい う内容 も含まれているので,そ の意味でジュネーヴ条約を解釈適用す る上で重要
な文書であるし,これ に加入 していない鵬 でも,い ざその適用が腰 となった揚創 ・・第嶺 定書
'を受諾し,か つ適用すれば,加 盟国 との関係で議定書 に相互に拘束 され る(同 議定書第96条2項)。
その意味 で,現 在,国 際 人道法 を問題 とす る場合 には,少 な くとも,1949年の ジ ュネー ヴ 条 約 と
1977年の2追 加議定書を考慮する必要がある。
1国 際人道法の基本原則 上記の4条 約 と2議定書の条文 を合せれば膨大な条文 にな り,こ こで
その細部に立入 ることは不可能であるが,そ の基本原則は簡明である。当初,赤 十字国際委員会 とし
ては1949年条約 に,共 通の前文 としてその基本原則 を掲 げよ うとしたが,あ る代表委員が第3,4条
約の審議にあたって,「人は神の創造物であるか ら如何なる場合にも尊重保護 さるべきで あ る」とい
う字 句 をその中 に挿 入す べ きこ とを提案 し,そ れ に よって条 約がい っそ う重み を加 えるだ ろ うと主 張・
1し,他 方 それ に対す る反対 もあ って,結 局 一部 でも異論 のあ る前文 は置か ない ほ うが 良い とい うこ と
で,実 現 にいた らなか った とい う経 緯があ る。
等
しかし,ジ ュネーヴ条約の本文の中で,共 通第3条 の規定は,国 際人道法の基本原則 を述べている
と言 って差 し支 えがない と思われる。その中心的規定は次の通 りである。
「1敵 対行為 に直接参加しない者(武 器を放棄した軍隊の構成員及び病気,負 傷 抑留その他の事
由に よ り,戦 闘外 に置か れた者 を含 む)は,す べ ての場合 にお いて,人 種,色 宗教,も し くは
信条,性 別,門 地若 しくは貧富又はその他類似の基準による不利な差別 をしないで人道的に待遇.
しな ければ な らない。
2傷 者及び病者は,収 容 して看護 しなければならない」。
:こ
の共通第3条 は,本 来は,締 約肉の領域内に生ずる国際的性質 を有 しない武力紛争の場合に,最 少
限適用すべきもの として定 められた規定であるが,そ れだけに,最 少限度の基本原則が規定 されてい
る,と 言 え る の で あ る 。
赤十字 の標語 は 「戦 いの 中に も博愛 を」InterflrmaCaritasであ り・ 基本原則 は 「苦 しんで い るも
・のは救わ れね ばな'らない。 なぜ なら,彼 は人 間 なのだか ら」 で ある。それ は,ま さに国際 人道 法の精
神 に通ず るもの と言 え よ う。
2傷 病者の救護 傷病者の救護が赤十字,ジ ュネーヴ条約の出発点であることは,言 うまでもな
い。前記の 「病気,負 傷 によ・り戦闘外に置かれ た者」が人道的保護の対象 になっていることは当然 と
いえ る。第1議 定書 は,し か し,こ の概念 をよ り明確 にす るた め に,「r傷都 及 び 『病者』 とは,軍
人であるか文民であるかを問わず,外 傷,疾 病その他の身体:的又は精神的な障害又は無能力のために
医療援助又は看護 を必要 とし,か っ,い かなる敵対行為も行なわない者 をいい,妊 産婦,新 生児その
他の者で,.虚弱音叉は妊婦のように直ちに医療援助又は看護 を必要 とし,か つ,い かなる敵対行為も ・
行 なわない者 を含 む」.(第8条a)と 定 義 してい る。
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傷病者の救護を確保す るため,救護 にあたる衛生(医 療)要 員の保護 も重要である。衛生(医 療)
要員は,敵 対行為の対象 としてはならず,傷 病者救護活動 を象徴する 「白地 に赤十字」の 旗 や 記 章
は,保 護 され る。
ジュネーヴ第1条 約は陸戦,第2条 約は海戦における傷病者の救護について詳細に定めたものであ
る 。
3捕 虜の待遇 捕虜 の処遇 につい ては,当 初 は1899年と1907年のハ ー グ条約 の一つで あ る 「陸戦
ノ法規慣例 二関スル条約」の付属書 「陸戦 ノ法規慣例二関スル規則」(第4条一20条)の中に規 定 さ
れていたが,1929年に独立の 「俘虜 ノ待i遇二関スル条約」が作成 された。前記の 「武器 を:放棄した軍
隊の構成員及び抑留その他の事由により,戦闘外に置かれた者」がこの対象 になる。わが国は,第2
次 大戦 の際 この 「俘虜 ノ待 遇 二関 スル条約」 に加入 していなか ったが,ア メ リカ,ス イ ス政府 か らの
「日本 はこの条約 に加入 していないが,こ の条約 を適用する意思があるか」 との問合せに対 して,肯
定的に解答 し,こ の条約 を適用 した。従 ってこの条約に拘束 されたのであ り,戦後,BC級 戦犯の多
くは 「捕虜虐待」の罪責 を問われたのだった。
4文 民の保護 戦時 における文民の保護は,前 記の 「敵対行為に直接参加 しない者は,す べての
場合において,人 種,色,宗 教,も しくは信条,性 別,門 地若 しくは貧富又 はその他類似の基準によ
る不利な差別をしないで人道的に待遇しなければならない」 との基本原則 に該当するものであ り,古
くは前記の 「陸戦 ノ法規慣例二関スル条約」の付属書 「陸戦 ノ法規慣:例二関スル規則」の第42条以下
の 「敵国 ノ領土二於 ケル軍ノ権力」の規定によって処理 されていたが,1949年に前記のように戦時文
民保護条約 とい う独立の条約によリ規制 されることになった ものである。
ここに対象 となるのは,主 として開戦当初か ら戦争の相手国 に居住,在 住 していた り,居住地が敵
国によって占領 されたことにより敵国の管轄下に置かれることになった文民であ り,かつては 「文民
捕虜」 とも呼ばれていたものがこれ に含 まれる。しかし,本来 自国にいる文民を,主 たる対象にはし
ていない。従来の戦争は交戦国や第三国(日 露戦争にお ける満州)で お こなわ れ たが,そ れは 「前
線」 と 「銃二後」にわかれ,前 線で戦闘行為がおこなわれ,戦 争法規は,戦 場(前 線)に おける戦闘行
為の規制が中心であ り,ジ ュネーヴ条約 も戦場における傷病者,捕 虜を対象 にしてきた。 自国すなわ
ち 「銃後」にいる文民は加害行為の対象にならないもの と前提 されていたからである。
ところが,最 近では,空 中からの爆撃 とくに戦略爆撃の発達 によって,銃後 の文民が直接加害の対
象 とされ るようになってきた。空中からの爆撃について従来の国際法の規制態度は,次 のような変遷
を辿 ってい る。
{1}全面的禁止 空中からの爆発物投射物の投下禁止に関す る宣言(セ ン トペテロスブルグ宣言)
〔21防守 されていない都市村落に対する砲爆撃の禁止(1907年 陸戦規則)
{3}軍事 目標の爆撃だけを許し,非 軍事 目標の爆撃を禁止(1922年 空爆規則)・
一163一
明治大学社会科学研究所紀要
しか し,大規模な戦略爆撃が行なわれ,と くにナパーム弾や核兵器の登場により,軍事 目標を対象 と
して攻撃が行なわれた場合で も,その影響を受けて広汎な地域にその被害が及び,そ の地域の文民や
平和的建造物,財 産が壊滅的被害 を受けるという状況 にな り,それに対して従来の国際人道法によっ
ては対処 で きな くな って来 た。
5自 国 にあ る文民 の保護 このた め,1949年の ジュネー ヴ条約 や1977年め追加議定書 は,次 の よ
うな対策 を規定 している。
a病 院 ・安全地帯の設定 軍事 目標主義の考え方を180度転換 して,病 院 ・安全地帯 を設定 し,
その 中だけ に対 しては戦争 の影響が及 ばない よ うにして保護 しよ うとす るものであ る。ジ ュネーヴ第
d・〈文民保護)条 約は第14条において 「締約国は平時において,紛争当事国は敵対行為の開始の時以
後,泊 国 の領 域及 び必要 が ある場合 には占領 地区 におい て,傷 者,病 者,老 者,15歳未満 の児童,'妊
産婦及び7歳未満の幼児の母 を戦争の影響から保護するために組織 される病院及び安全のための地帯
及 び地 区 を設定す る ことが できる」 と定 めている。
b中 立地帯の設定 同条約はさらに第15条に,次 のように定めている。「紛争 当事国は,次 の者
.を 差別 しないで戦争の危険か ら避難 させ るための中立地帯 を戦闘が行なわれている地帯内に設定する
ことを,.直接に又は中立国若 しくは人道的団体を通 じて,敵 国に提案することができる。
(a)傷 者及び病者(戦 闘員であると非戦闘員である とを問わない)
(b)敵 対行為に参加せず,且 つ,そ の地帯に居住する問いかなる軍事的性質を有する仕事:にも従
事していない文民
c無 防備地域の宣言 追加m1議 定書はその第59条で,さ らに次のように規定 している。その第
2項は,「紛争 当事国の適当な当局 は,軍隊が接触している地帯の附近 又は その中にある居住地で敵
対する紛争当事国による占領のために開放 されているものを,無防備地域 と宣言することができる。
無防備地域は,次 のすべての条件を満たさなければならない。(a)すべての戦闘員並びに移動兵器及
び移動軍用設備が撤去 されていること,(b)固定した軍用の施設又は営造物が敵対的 目的に使用 され
てい ない こと,(c)その当局 また は住民 に よ り敵対行為が行 なわれて いない こ と,(a)軍事行動 を支
援する活動が行なわれていないこと。そして,同条第1項 には 「紛争当事国が無防備地域を攻撃する
ことは手 段の いか ん を問わず,禁 止す る」 と規定 してい る。
d非 武装地帯の設定 同議定書はさらに第GO条に非武装地帯 に関する規定 を置 いている。「紛争
当事国が取極により非武装地帯の地位 を付与 した地帯へ軍事行動を拡大することは,そ の拡大が取極
の条件に違反する場合には,禁 止する」。
e市 民防衛 従来,.戦地において軍隊構成員が負傷,病 気になった場合には,軍 隊衛生機関や赤
十字社等の人道的団体の救護を受 けられたが,自 国にいる文民が空中爆撃によって被害 を受けた場合
についての教護処置は規定 されていなか った。将来もし武力紛争が生じた場合(現 在も地球上の各地
で生 じているが)の こ とを考 える と,そ れ は憂 慮すべ きこ とであ る。そのた めに,追 加 第1議 定書 は
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第61条以 下に 「市 民防衛」の規定 を置 い てい る0こ の 「市民防衛」 の原 語はCivilDefenceであ り,
「民間防衛」 と訳 され る場合 もあるが,そ の訳語は,第2次 大戦中の 「民防」つまり,民間人による
軍の防衛の補助,支 援 と混同 され,ま た 「政府」によるのではない 「民間」の活動であるかのように
誤解 され がちで あるか ら適 当ではない。 このCivilDefenceは全 く軍 事的性 格 を持 たず,ま た,そ れ
を担当するのは 「紛争当事国の権限のある当局により構成 され又は認められた組織及び他の部隊」で
あ り,け っして 「民間的」 な ものでは ないのであ る。 また 「市民 防衛 」の 「防衛」 とい う言葉 さえも
誤解 をまね き,む しろ 「市 民救護」 とで も訳 したほ うが適 当か もしれない。同条 は,次 の よ うに規定
し てい る。
rr市民防衛』 とは,敵 対行為又は災害の危険か ら文民たる住民を保護 し,文見たる住民が敵 対 行
為又は災害の直接的影響から回復することを援助 し,及び,文 民たる住民の生存のために必要な条件
を提供することを意図した,次 の人道的任務の1部 または全部を遂行するこ と を い う。警報 立退
き,避 難所の管理,灯 火管制措置の管理,救 助,医 療上の役務(応 急手当を含む)及 び宗 教 上 の 援
助,消 防,危 険地域の探知及び表示,汚 染の除去及び類似の防護措置,応 急の宿泊施設及び需品の提
供,被 災地における秩序の回復及び維持のための緊急支援 不可欠の公共施設の応急修理,死 者の応
急処置,生 存に不可欠な物の保存のための援助,以 上に掲 げた任務のいずれかを実施するために必要
な補充的活動(立 案及び組織 を含むが,そ れに限らない)」。
「市民防衛」の国際的特殊標識は,市民防衛団体,そ の要員,建 物及び器材の保護並びに文民の避
難所 につい て使用す る ときは,「オ レン ジ色地 に青の三角形 」 とされ てい る(第66条4項)。
(参考文献)国 際人道法については,戦 前について,信 夫淳平,立 作太郎,遠 藤源六,横 田喜三
郎,田 岡良一等各氏の戦時国際法に関する著書。戦後は,赤 十字国際委員会,β 本赤十字社による出
版物のほが,榎:本重治,竹 本正孝,藤 田久一,足 立純夫氏らの著書論文があ り,斎藤恵彦氏によるク
セジュ文庫の翻訳もある。拙著関係では,鈴 木万美,奥 末広氏 との共著r近 代戦 と国 際 法』の ほ か
『戦争 と人権』同書掲載および法律論叢掲載の拙稿 を参照されたい。
1949年の ジュネー ヴ条約 お よ呑1977年の追加 議定書 につ いては,赤 十字 国際委 員会 か ら,そ れぞれ
「コンメンタール」が出版 され てお り,前 著 につい て足立純夫氏 に よ り邦 訳 も出版 され ている。
(みやざき しげき)
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